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研究成果の概要（和文）：各種の自然災害に対して強く安全で、かつ持続可能な生活環境を整えるために，地盤
補強と環境にやさしい発電方法の開発が必要となる。さらに、資源の有効活用は持続可能な生活環境の維持のた
めに必須となる。本研究では地盤工学の観点から上記のことに貢献する知見を得るために、地盤補強-発電-資源
のリユースのトータルシステムの概念を提案し、その実現性を実験的研究により検討した。
新たに製作した地盤補強と発電を実施するための部材を地盤内に挿入し、その表面をアスファルト廃材で被覆す
ることで地盤支持力の向上および地表面温度を活用した発電が可能となることを実証した。

研究成果の概要（英文）：In order to maintain the current standard of living without deteriorating 
the global environment, it is necessary to develop and spread the effective power generation methods
 using clean energy. Rational ground reinforcement is necessary to minimize the ground damage caused
 by frequent natural disasters such as earthquakes. In this study, one of the useful tools for 
constructing and maintaining a recycling-oriented society is considered.　
A series of the field monitoring for electric power generation and the laboratory test for the 
mechanical properties of protected ground are conducted for discussing the feasibility of the 
proposed total system.  In the laboratory test, it is also confirmed that the bearing capacity can 
be improved by using recycled asphalt pavement material and PG unit. The both results of field 
monitoring and laboratory test imply that the proposed total system can be realized.

研究分野： 地盤工学

キーワード： アスファルト再生砕石　地盤補強　発電　熱電素子　支持力

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、産業廃棄物の1つであるアスファルト舗装再生砕石の力学性質を利用した地盤補強効果の発揮の確
認と、その集熱性を利用した発電の実行の両者を同時に実現させることを検討した。産業廃棄物および地表面温
度エネルギーの両方のリユースと地盤力学特性向上を結びつけるシステムの構築と実用化を目指すことで、地盤
工学分野の新知見を得るとともに、SDGsに基づいた持続可能な社会生活の仕組みを構築する新たな技術開発に向
けた知見を獲得した。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）社会的背景 
近年の自然災害では地盤崩壊に起因する各種構造物の直接的なダメージの発生と、日常生活

を支えるエネルギーの供給遮断による影響の両方による被害拡大および長期化が見られている。
このような状況に対応するために、地盤補強とエネルギー供給を両立する手法の提案および実
用化を目指すことは工学的な意義が高い。加えて、2015 年に採択された SDGs を踏まえ持続可能
な社会の仕組みを構築するために土木工学分野においても、建設材料や産業廃棄物を効果的に
リユースことがとても重要視されている。 
 
（2）アスファルト舗装再生砕石による地盤保護の実践例 

建設副産物のリユースの推進が重要視
されている現状において、アスファルト
舗装再生砕石（以降、アスファルト廃材ま
たは RAP と称する）を地表面保護材とし
てリユースした施工例がある。本研究の
開始前に北海道雨竜郡雨竜町で実施され
たアスファルト廃材を用いた地表面の保
護状況を観測する機会を得た。この保護
工は降雨等により高含水状態になる地表
面の泥濘化を防ぎ、車両および人員通行
を容易にするために2009年6月に実施さ
れたものである。施工完了から 2020 年 11
月までの期間、降雨および融雪水を受け
ても法面の顕著な侵食および地表面の泥
濘化が見られていない。このような保護
を実施した箇所での土壌硬度の推移を図
１に示す。土壌硬度は山中式土壌硬度計により計測し、その平均値、最大値および最小値を得て
図中に示した。図より毎年の春季での土壌硬度値が他の時期の値と比べて、その最大値と最小値
の差が大きく、平均値が若干低いものの 2016 年から 2020 年の期間では土壌硬度値の平均値が
30mm 前後であることがわかる。この結果はアスファルト廃材を活用して長期的な地表面保護が
可能であること示唆している。 
 
２．研究の目的 
  アスファルト廃材を用いた長
期的な地表面保護の施工例の観
測結果からアスファルト廃材を
地盤の力学性能の維持または向
上のために活用できる可能性が
あることが示された。加えて、
アスファルト廃材粒子の多くは
黒色であることから日光を受け
てその温度が高くなることが考
えられる。本研究ではこれらの
特徴を工学的に活かし、地盤補
強と発電を両立する仕組みの概念を提案している。 
図２はアスファルト廃材を用いた地盤補強と発電の両方を実現する方法の概念（地盤補強－

発電－資源リユースのトータルシステム）を示す。図に示す提案する概念では、地表面にアスフ
ァルト廃材層を設け、その直下部に T 字型の補強部材（PG ユニットと称する）を挿入すること
で地盤の保護・補強を図ることを想定している。アスファルト廃材層において外力を分散したり
地盤変形を抑制したりする。加えて、挿入した T 字型の補強部材と周辺地盤との摩擦力発揮によ
り地盤の支持力向上を図る。一方、アスファルト廃材と PG ユニットに地盤温度を活用した発電
の役割を持たせることを考え、PG ユニットの上部板内部に熱電素子を内蔵する。ペルチェ素子
は表裏面の温度差が与えられると発電する性質を有することから（引用文献①）、地表面のアス
ファルト廃材の温度と地中温度との差を活用した発電を試みる。本研究ではこのような一連の
仕組みの実現性について地盤補強、発電の 2つの観点から実験的に検討した。 
 
３．研究の方法 
本研究では地盤補強－発電－資源リユースのトータルシステムの実現性を検証するために、

地盤補強に関する室内試験と発電に関する屋外計測を実施した。 

図１ アスファルト廃材で被覆した法面の土壌硬度 

図２ 地盤補強-発電-資源リユースのトータルシステム概念 



（1）地盤補強に関する室内試験 
T 字型の補強部材（PG ユニットと称する）とアスファルト廃材による地盤補強効果を室内試験

により調べた。アクリル製円筒セル、載荷板、載荷フレーム等で構成される試験装置を用いて試
験用地盤の支持力を計測する試験を実施した。試験用地盤の材料には豊浦砂（T sand）を採用し
た。試験用地盤の補強時に挿入する補強部材（PG ユニット）は鉄製とし PG ユニットの下部杭に
長さ 30m，直径 1.6mmのエナメル線をコイル状に巻きつけた。さらに、試験用地盤表面をアスフ
ァルト廃材で被覆したケースでの支持力も調べた。室内試験の条件の一覧を図３に示す。試験は
地盤内に PG ユニットを挿入した条件（PG unit ケース）、挿入した PG ユニットのエナメル線に
電流を流した条件（PG unit-EM）、PG ユニットより上部の地盤をアスファルト廃材（RAP）で置
き換えた上で PG ユニットを挿入した条件（RAP-PG unit ケースおよびコイル部に電流を供給し
た RAP-PG unit-EM ケース）、無対策の条件（T sand ケース）での試験を実施した。PG ユニット
のコイル部への電流は 6500mAhのニッケル水素電池（単一形）を 6個直列に接続した電源から供
給された。電流を PG ユニットのコイル部に供給する目的は，PG ユニットから磁力を発生させて
T sand 中の砂鉄を PG ユニットに引きつけて地盤との摩擦向上を図ることである。 
 
（2）発電に関する屋外計測 

アスファルト廃材で保護した
地盤の地表面温度を活用した発
電挙動を屋外計測により調べ
た。本研究では図４に示すよう
な発電器具を新たに製作し、そ
れを用いて発電挙動を計測し
た。発電用 PG ユニットは主とし
てペルチェ素子をアルミ板（厚
さ 0.3mm、幅 300 mm、長さ 200mm）
で挟んで作製した上部板、上部
板裏面の冷却を図る部材群で構
成されている。発電用 PG ユニッ
ト上部板の内部には30枚のペル
チェ素子を直列に接続して並べ
て配置したものが搭載されてい
る。用いたペルチェ素子は 1辺 40mmの正方形、厚さ 4mmの大きさで最大吸熱量が 51W、外部か
らペルチェ素子へ入力可能な最大電圧は 15.4V のものである。PG ユニットの上部板の表面およ
び裏面には温度センサーを取り付けて温度を測定した。発電用 PG ユニット上部板の表面には厚
さ 20mmの断熱材とアルミ板で作成した集熱ボックスを取り付け、その集熱ボックス内にアスフ
ァルト廃材を敷き詰めて表面温度を高める工夫を施した。上部板の裏面には保冷剤（高吸水性樹
脂等を成分とする市販されている製品）を貼り付け、さらに発電用 PG ユニットの冷却を図るた
めに真鍮製の固定ベースを 2個取り付けた。屋外設置時には、水道水を入れたステンレス製タン
ブラーを 2つ用意して計測箇所の地盤に埋め、そのタンブラー内に PG ユニットに取り付けられ
た固定ベースの突起部が入るように設置した。本研究では出力用回路として 2 種類の回路を準
備した。いずれの回路もペルチェ素子から出る配線に 330Wの抵抗と昇圧型 DC-DCコンバータ（最
大出力 5V）を接続した。その内の 1つは昇圧型 DC-DCコンバータからの回路をオープン型（オ
ープン回路とする）として電圧計を接続し、発電用 PG ユニットからの出力で昇圧型 DC-DCコン
バータが作動するかどうかを調べた。他方は昇圧型 DC-DCコンバータからの出力回路に 330Wの
抵抗と電圧計を接続し、その発電挙動を調べた（クローズ回路とする）。 
 
４．研究成果 
（1）地盤補強に関する室内試験結果 
RAP による地表面保護を施さない PG unit、PG unit-EM、T sand ケースでの試験結果を図５に
示す。図には地盤の相対密度 Drが 90%前後で得られた載荷応力s vと載荷板の沈下量DHを地盤の

図３ 地盤補強に関する実内試験条件 

図４ 地表面温度を活用した発電器具（発電用 PG ユニット） 



初期厚さ H0 で正規化した正規化沈下
量DH/H0の関係を表す。図より T sand
ケースの載荷応力の最大値と比べて
PG unitおよび PG unit–EM ケースで
の載荷応力の最大値が高いこと、PG 
unit–EMでの載荷応力の最大値が全試
験中で最大であることが確認できる。
このことから PG unit の挿入による
効果に加えて、PG unitの周辺に発生
させた磁力が砂地盤内の支持力向上
効果を発揮したことが推察される。次
に、載荷応力の最大値の出現以降の残
留状態に着目する。PG unit-EM での
残留状態での載荷応力は T sandおよ
び PG unit ケースでの値の約 2 倍に
達していることがわかる。つまり PG 
unit 周囲に発生した磁力が地盤内の
砂鉄を引きつける等の効果により地
盤内の応力分布状況に影響を及ぼし
たことで、残留状態における強度が高
まったと考えられる。 
 次に、RAP による地表面保護を施し
た場合の挙動に着目する。図６は
RAP-PG unit、RAP-PG unit-EM ケース
で得た載荷応力s v と正規化沈下量
DH/H0の関係を示す。いずれも T sand
部分の相対密度Drは85 %程度である。
比較のために RAP 層を設けない PG 
unitおよび PG unit–EMの結果（図５
参照）を併記した。図より、RAP-PG 
unitと RAP-PG unit-EMでは RAP層を
設けない試験条件に比べて正規化沈
下量DH/H0が小さい段階での載荷応力
の増加が鈍いこと、正規化沈下量
DH/H0が1.1%以上になるとRAP層を設
けない条件に比べて高い載荷応力値
を発揮することがわかる。RAP-PG 
unitと RAP-PG unit-EMの試験では試
験装置に搭載した荷重計の計測限界
のため明確な載荷応力のピーク値を
測定できなかったが、RAP層を設けな
い場合と比べて地盤の支持力が高く
なる傾向を見ることができた。 
 
（2）発電に関する屋外計測結果 
屋外計測は北海道内で実施された。

ここでは計測結果の一例として札幌
市厚別区大谷地（[Oy]と記す）と札幌
市北区篠路（[Sh]と記す）の 2地点で
計測された結果を示す。なお[Oy]およ
び[Sh]ではそれぞれクローズ回路お
よびオープン回路の発電用 PG ユニッ
トを設置した。図７(a)、(b)は[Oy]お
よび[Sh]での電圧計による計測値お
よび発電用 PG ユニット上部板の温度
差DT の時間変化を示す。ここで，温
度差DTはPGユニット上部板の表面温
度から裏面温度を引いた値とする。図
７(a)に示す[Oy]では温度差DTの変動に対応した電圧が出力しており、出力値が 5000 mVに達す
る場合も見られた。これより所定の温度差を確保できれば発電用 PG ユニットからの出力電力に
よって昇圧型 DC-DCコンバータを作動させることが可能であることが示されている。図７(b)で

図５ 載荷応力-正規化沈下量関係（RAP による保護なし） 

(a) 

(b) 

図７ 出力電圧と PG ユニット温度差:(a)[Oy]、(b)[Sh] 

図６ 載荷応力-正規化沈下量関係（RAP による保護あり） 



示した[Sh]の結果では温度差DT は最
大で 13oC まで達し、回路に接続した
抵抗（330W）での電圧が 400 mVに達
したことが見られた。季節や時間によ
る傾向の違いはあるものの、本研究の
手法によれば 10oC 程度の発電用PGユ
ニットの温度差を確保可能であり、昇
圧型 DC-DC コンバータを作動させた
上で電力を発生可能であることがわ
かった。 
 次に、出力した電圧値と温度差DT
の関係を図８(a)、(b)に示した。[Oy]
での結果（図８(a)図参照）では、温度
差DTが 3°C以上になると昇圧型 DC-
DCコンバータが作動し 5V程度の出力
が見られるケースがあった。一方、温
度差DTが 5°C以上でも出力が 400〜
500mVであるケースも見られた。これ
より，温度差DT が所定の値より大き
くなると、昇圧型 DC-DCコンバータの
作動に必要な電力出力が可能である
ものの、昇圧型 DC-DCコンバータの安
定的な作動には温度差DT 以外にも留
意する事項があることがわかる。図８
(b)は[Sh]で得られた温度差DT と電
圧の関係を示す。図より、温度差DT の
上昇に伴う電圧の増加が見られたが、
出力値は[Oy]の約 10 分の 1 であっ
た。これは、発電用 PG ユニットに接続
した回路の抵抗値や接続方法などが影
響したことによるものと考えられる。
また電圧と温度差DTの関係が一義的で
ないことから、本手法による発電挙動
が温度差DT以外の影響を受けることが
読み取れる。そこで，[Sh]での結果に着
目して温度差DTの他に電圧出力に影響
を及ぼす因子について考察する。図-９
は[Sh]で得た計測結果を発電用PGユニットの表面温度TSと電圧の関係として整理したものであ
り、TS=8

oCでの結果である。この図より電圧は表面温度 TSと正の相関関係にあることが読み取
れる。このことから出力電圧を高めるためには、発電用 PG ユニット表面温度と温度差の両者を
高める工夫が必要となることが明らかとなった。今後は PG ユニットに搭載する回路の再検討お
よび PG ユニット効率的な冷却手法等を検討することで、地表面温度を活用しつつ安定的で高出
力の発電を目指すことを考えている。 
 
（3）アスファルト廃材を活用した地盤補強と発電を同時に実行するシステム 
 本研究で実施した室内試験およびから以下の主な結果を得た。 
・アスファルト廃材を地盤表面に敷設し、その地盤内に補強部材を挿入した条件では、無対策条
件に比べて地盤の支持力が向上することが示された。補強部材の周辺に磁力を発生させること
で支持力が高まることも明らかとなった。 
・熱電素子を搭載した発電器具を地表面付近に設置し、発電器具の表面をアスファルト廃材で覆
うことにより，電力の出力を見ることができた。安定的な電力の出力のためには発電器具の表裏
面の温度差を大きく保つこと等の工夫が必要であることも明らかとなった。 
 以上のことから熱電素子を搭載し所定の応力を受けても損傷しない補強部材を製作できれば、
地表面温度を活用して発生した電力により補強部材周辺に磁力を発生させ、補強部材と地盤と
の摩擦を向上させることで地盤を補強することが可能であると考えられる。補強部材の諸元、必
要になるアスファルト廃材の数量、発生させた電力の活用法等、種々の検討が必要であるものの、
今後も地盤補強－発電－資源リユースのトータルシステムの実用化に向けた検討を進める予定
である。 
 
＜引用文献＞ 
① Rasit Ahiska・Hayati Mamur : A review, Thermoelectric generators in renewable energy, 
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図８ 出力電圧と PG ユニット温度差の関係: (a)[Oy]、(b)[Sh]  
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図９ 出力電圧と PG ユニット表面温度の関係、[Sh] 
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